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昭和 20 年（1945 年）に太平洋戦争の終焉を迎え，日本経済は戦後復興期へと入っていっ
た．戦後の日本経済は著しい成長を見せた．昭和 25 年（1950 年）から朝鮮戦争特需により
復興は加速し，1950 年代半ばには戦後復興を完了した．そして，昭和 31 年（1956 年）に
は，国民一人当たりの消費高が戦前の水準を突破し，経済白書では「もはや戦後ではない」
という言葉が使われた．昭和 30 年（1955 年）から昭和 48 年（1973 年）頃までの約 20 年
間，日本経済は年 10％を超える GDP の実質経済成長率という世界に例を見ない高度経済成
長期を迎えた．高度経済成長期には，31 カ月間の神武景気，42 カ月間の岩戸景気，24 カ月






長の年次推移は，明治 33 年度（1900 年度）から昭和 25 年度（1950 年度）までの 50 年間で
157.9cm から 161.8cm と 3.9cm 高くなったことが分かる．その後，昭和 25 年度（1950 年度）
から平成 28 年度（2016 年度）の 66 年間では，161.8cm から 170.7cm と 8.9cm 高くなり，2
倍以上の伸びが見られた．しかしながら，年次推移を見ていくと，昭和 57 年度（1982 年度）
に 170.1cm と 170cm を突破した後，30 年以上横ばいを推移している．また，女子の平均身
長の年次推移においても男子ほどの急激な伸びは見られないが，ここ 30 年以上は男子同様，











Malina (1990)は経年変化傾向(secular trend)について，positive，negative，absent の局面があり，













































第 2 節 研究の意義 
 
2015 年 9 月，国連サミットにおいて「2030 アジェンダ」が採択された．その中に，「持続
可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）」として，17 の目標と 169 のターゲ
ットが掲げられた．前身は 2000 年に採択された「ミレニアム開発目標（MDGs：Millennium 
Development Goals）であり，2015 年までに達成するという期限付きの目標である．外務省
















年）を 1 としたとき，高度経済成長期に「脂質・脂肪」は約 3 倍，「動物性タンパク質」は
















































と，明治 33 年度（1900 年度）から昭和 25 年度（1950 年度）の 50 年間の伸びに比べ，昭和
25 年度（1950 年度）から平成 28 年度（2016 年度）の 66 年間で倍以上伸びたことが分かる．
しかし，ここ約 30 年間は横ばいである．このことから，昭和 25 年度（1950 年度）からの
約 30 年間で急激に伸びたことが分かる．日本においてこの約 30 年間は，戦後の復興から
高度経済成長期にあたり，日本人の生活スタイルは変化した．その中でも，食栄養に関する
環境的要因は劇的に変化し，日本人の身体に大きな影響を与えたと考えられる．しかしなが












第 2 節 身体促進化現象に関する研究 
  
 乳幼児身体発育化現象について藤井（2011），田中（2011）は，昭和 35 年度（1960 年度）
から平成 12 年度（2000 年度）までの乳幼児身体発育に対してウェーブレット補間法を適用
し，出生から 6 歳までの発育現量値と速度曲線を解析することによって，発育現量値曲線の
挙動や速度曲線から導かれる乳児期の最大発育速度 (First Largest Peak Velocity：FLPV)の経
年的な変化について検討を試みた．速度曲線の解析から，出生後 1 年間の急激な増大は，出
生直後 1 ヶ月が最も顕著であることが示された．その局所的極大速度のピーク(First Local 
peak velocity：FLPV)年齢をみると，男女共に明確な経年的変化を示す知見は得られなかっ
たが，FLPV については男女ともすべての項目で昭和 35 年度（1960 年度）から平成 12 年度
（2000 年度）にかけて漸次明確な増大傾向が示されたと報告している．また，学齢期，成
人について Fujii (2009)はウェーブレット補間モデルを適用して，身長の MPV 年齢の推移か
ら発育促進化現象を検証した経緯がある．当然，身長，体重の増大化が指摘され，成熟度の






















年（1975 年）から平成 2 年（1990 年）までの「１人あたりの県民所得」の地域格差をもた
らす要因を産業構成のシフト・就業率・労働生産性等の要因に分類し解析を行った．物価格
差が所得格差に及ぼす影響は小さい．また，所得移転と就業者移動の地域格差は拡大したが，









































































































本研究は，次のような手順に従って進める．先ず，昭和 35 年度（1960 年度）から平成 22
年度（2010 年度）までの乳幼児身体発育記録（身長，体重，胸囲，頭囲）における出生後 1
年間での最大発育速度(First Largest Peak Velocity：FLPV)を特定する．また，男女児の身体発
育記録における FLPV の経年的変化曲線と GDP の経年的変化曲線との関係に対して相互相
関関数を適用する．直接的に両要素間の相互相関係数を見ることで，日本の高度経済成長と
乳幼児期の身体発育との密接な関係性を検証する．次に，沖縄が本土に復帰した昭和 47 年




らに，昭和 30 年度（1955 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの内閣府から公表され
ている国民経済計算（2016）から，都道府県別の（県内総生産）GDP データと地域ブロック
別の GDP の経年変化曲線から成長速度の挙動と社会的背景の影響について検討する．そし




てはめ，違いを検証する．また，昭和 30 年度（1955 年度）から平成 27 年度（2015 年度）






















（1960 年度），昭和 45 年度（1970 年度），昭和 55 年（1980 年度），平成 2 年度（1990
年度），平成 12 年度（2000 年度），平成 22 年（2010 年度）における身長，体重，胸
囲，頭囲のデータに対して 0 歳から 6 歳までのデータ使用する． 
乳幼児発育データをそれぞれ男女別にウェーブレット補間法を適用し，最大発育速度
(First Largest Peak Velocity：FLPV)および FLPV 年齢を求める． 
身長，体重，胸囲，頭囲における FLPV の出現状態を解析する． 
導かれた各年度の身長，体重，胸囲，頭囲の FLPV の経年的推移の数値に対してウェ
ーブレット補間法を適用する． 
昭和 35 年度（1960 年度）から平成 22 年度（2010 年度）における GDP のデータに対
して 1 年刻みでウェーブレット補間法を適用する． 




















文部科学省から公表されている昭和 47 年度（1972 年度）および平成 27 年度（2015 年




昭和 47 年度（1972 年度），平成 27 年度（2015 年度）における，都道府県別身長の




方，沖縄とそれぞれ地域別に分類し，地域ごとの昭和 25 年度（1972 年度），昭和 47 年
度（2015 年度）の身長の MPV 年齢および両年度の MPV 年齢の差を算出する． 



















昭和 30 年度（1955 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの内閣府から公表されて
いる国民経済計算（2016）から，都道府県別の（県内総生産）GDP データと地域ブロ
ック別の（総生産）GDP データを使用する． 
GDP データにウェーブレット補間法を適用し，地域ブロック別の GDP の最大速度
（MPV ：maximum peak velocity）と最大速度の年を特定する． 


























構築された身長の経年的推移評価チャートに，県内 GDP 上位，下位各 10 県の男女別
の 17 歳の平均身長データを当てはめ，実際的な評価を行う． 
文部科学省から公表されている学校保健統計調査（2015）から，昭和 30 年度（1955 年
度）から平成 22 年度（2010 年度）まで 5 年刻みの都道府県別の高校 3 年生（17 歳）
の男子の平均身長発育データを使用する． 
























文部科学省より発表されている昭和 30 年度（1955 年度）から平成 27 年度（2015 年
度）までの都道府県別の男女身長データを使用し，Cohort データを構築する． 
得られた Cohort データに対し，ウェーブレット補間法を適用し，都道府県別の MPV
年齢の年次推移を導く． 
都道府県別の男女身長データから MPV 年齢の平均値と標準偏差を算出する． 
MPV 年齢の平均から±0.5SD，±1.5SD の標準偏差に対してウェーブレット補間法を適用
し，5 段階評価チャートを構築する． 









対象データは，昭和 35 年度（1960 年度），昭和 45 年度（1970 年度），昭和 55 年（1980 年
度），平成 2 年度（1990 年度），平成 12 年度（2000 年度），平成 22 年（2010 年度）の厚生
労働省から公表された乳幼児身体発育調査記録である男女の身長，体重，胸囲，頭囲のデー
タを使用する．そのデータから各年度の出生時，6 ヶ月，1 歳というように，半年ごとに 6





対象データは，文部科学省から公表されている昭和 47 年度（1972 年度）および平成 27
年度（2015 年度）の学校保健統計調査における各都道府県の 6 歳～17 歳の身長の横断的発
育データを使用する．都道府県の体格発育データは，昭和 25 年度（1950 年度）から公表さ
れているが，沖縄が日本に復帰した昭和 47 年度（1972 年度）からのデータを使用する． 
 
第 3 項 日本経済における社会的要因による地域的格差 
 











文部科学省から公表されている学校保健統計調査（2015）から，昭和 30 年度（1955 年度）
から平成 22 年度（2010 年度）までの日本全国の高校 3 年生（17 歳）の男女別の平均身長発
育データを使用する．また，内閣府から公表されている国民経済計算（2016）の都道府県別
の県内 GDP のデータから，平成 22 年度（2010 年度）において，上位 10 県である北海道，
埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，静岡県，愛知県，大阪府，兵庫県，福岡県及び，下位
10 県である秋田県，福井県，山梨県，和歌山県，鳥取県，島根県，徳島県，高知県，佐賀
県，宮崎県の男女別の平均身長データを使用する．ただし，昭和 40 年度（1970 年度）にお





文部科学省から公表されている学校保健統計調査（2015）から，昭和 30 年度（1955 年度）
から平成 22 年度（2010 年度）まで 5 年刻みの都道府県別の高校 3 年生（17 歳）の男子の平
均身長発育データを使用する．ただし，昭和 40 年度（1970 年度）の都道府県別のデータが
公表されていないため，昭和 39 年度（1969 年度）の身長のデータを使用する．また，沖縄








文部科学省から公表されている学校保健統計調査（2015）から，昭和 30 年度（1955 年度）
から平成 27 年度（2015 年度）までの日本全国の高校 3 年生（17 歳）の男女別の平均身長発










用し，0 歳から 6 歳までの最大発育速度(First Largest Peak Velocity：FLPV)および FLPV 年齢
を特定する．導かれた各年度の身長，体重，胸囲，頭囲の FLPV の経年的推移の数値に対し
てウェーブレット補間法を適用する．また，GDP のデータに対してもウェーブレット補間





昭和 25 年（1972 年），昭和 47 年（2015 年）における各都道府県の 6 歳～17 歳の身長の
横断的発育データに対して男女別にウェーブレット補間モデルを適用し，身長の MPV 年齢
を特定する．また，都道府県別身長の MPV 年齢において，両年度の身長の MPV 年齢間の
差を都道府県ごとに算出し，その差の平均値と標準偏差を算出する．さらに，地域ごとの身






してウェーブレット補間モデルを適用し，GDP の最大速度（MPV ：maximum peak velocity）
22 
 






























補間法を適用し，都道府県別の MPV 年齢の年次推移を導く．全都道府県の MPV 年齢の平
均から±0.5SD，±1.5SD の標準偏差に対してウェーブレット補間法を適用し，5 段階評価




第7項 ウェーブレット補間法(Wavelet Interpolation Method :WIM) 
 
ウェーブレット補間法(Wavelet Interpolation Method :WIM)は，与えられた発育データから
真の発育曲線を近似的に記述するために，データとデータ間をウェーブレット関数(基低は




























































昭和 30 年（1955 年）から昭和 48 年（1973）年頃までの約 20 年間，日本経済は世界に例





の平均身長は，昭和 30 年度（1955 年度）では 162.2cm であったが、平成 24 年度（2012 年
度）では 170.9cm になり 8.7cm 高くなった．また，成人女性の平均身長も 151.7cm から
157.8cm になり 6.1cm 高くなった．このような日本人の身体の変化は，高度経済成長による
食生活の欧米化によるものと考えられている．しかしながら，高度経済成長と身体発育の経
年的変化を直接検証した研究はほとんどなく，益して，乳幼児期における研究は皆無である． 
藤井（2011），田中（2011）は，昭和 35 年度（1960 年度）から平成 12 年度（2000 年度）
までの乳幼児身体発育に対してウェーブレット補間法を適用し，出生から 6 歳までの発育
現量値と速度曲線を解析することによって，発育現量値曲線の挙動や速度曲線から導かれ
る乳児期の最大発育速度 (First Largest Peak Velocity：FLPV)の経年的な変化について検討を
試みた．速度曲線の解析から，出生後 1 年間の急激な増大は，出生直後 1 ヶ月が最も顕著で
あることが示された．その局所的極大速度のピーク(First Local peak velocity：FLPV)年齢をみ
ると，男女共に明確な経年的変化を示す知見は得られなかったが，FLPV については男女と
もすべての項目で昭和 35 年度(1960 年度)から平成 12 年度(2000 年度)にかけて漸次明確な
増大傾向が示された．と報告している． そこで本研究では平成 22 年度(2010 年度)のデータ
を加え，昭和 35 年度（1960 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの乳幼児身体発育記































第 1 項 対象 
 
対象データは，昭和 35 年度（1960 年度），昭和 45 年度（1970 年度），昭和 55 年（1980 年
度），平成 2 年度（1990 年度），平成 12 年度（2000 年度），平成 22 年度（2010 年度）の厚
生労働省から公表された乳幼児身体発育調査記録である男女の身長，体重，胸囲，頭囲のデ
ータを使用する．そのデータから各年度の出生時，6 ヶ月，1 歳というように，半年ごとに
6 歳までのデータを使用する．また，GDP は昭和 35 年度（1960 年度）から平成 22 年度（2010
年度）までの内閣府から公表されている国民経済計算（GDP データ）を使用する． 
 
第 2 項 解析方法 
 
ウェーブレット補間法(Wavelet Interpolation Method：WIM) 
 与えられた発育データから真の発育曲線を近似的に記述するためにデータとデータをウ
















第 3 項 解析の手続き 
 
1) 男女乳幼児の昭和 35 年度（1960 年度），昭和 45 年度（1970 年度），昭和 55 年（1980 年
度），平成 2 年度（1990 年度），平成 12 年度（2000 年度），平成 22 年度（2010 年度）に
おける身長，体重，胸囲，頭囲のデータに対して 0 歳から 6 歳まで，0.5 歳刻みでウェ
ーブレット補間法を適用する． 
2) 0 歳から 6歳までの発育現量値曲線を微分して得られた速度曲線から最大発育速度(First 
Largest Peak Velocity：FLPV)および FLPV 年齢を求める． 
3) 身長，体重，胸囲，頭囲における FLPV の出現状態を解析する． 
4) 導かれた各年度の身長，体重，胸囲，頭囲の FLPV の経年的推移の数値に対してウェー
ブレット補間法を適用する． 
5) 昭和 35 年度（1960 年度）から平成 22 年度（2010 年度）における GDP のデータに対し
て 1 年刻みでウェーブレット補間法を適用する． 










発育速度における FLPV 年齢と FLPV の経年的変化 
 
 Fig.4-1,2 は平成 22 年度（2012 年度）の男女児の身長の発育速度曲線である．同様に，男
女児ともに体重，胸囲，頭囲もウェーブレット補間法によって発育速度曲線を描き，FLPV
年齢と FLPV を導いた．Table4-1,2 は各年度の FLPV 年齢と FLPV を示したものである．男
女児とも FLPV 年齢は明確な経年変化を示し知見は得られなかった．FLPV については，昭
和 35 年度（1960 年度）から平成 12 年度（2000 年度）にかけてすべての項目で増大傾向が
示された．しかし，平成 12 年度（2000 年度）から平成 22 年度（2010 年度）では男女児と
もに胸囲，頭囲で増大傾向が示されたが，身長，体重で増大現象が示されなかった．そして
Fig4-.3,4 は各年度の FLPV の経年的推移に対してウェーブレット補間法を適用して描かれ
た男女児の身長における FLPV の経年的変化曲線である．また，Fig.4-5 は昭和 35 年度(1960
年度)から平成 22 年度(2010 年度) におけるウェーブレット補間法を適用して描かれた GDP
の経年変化曲線である． 
 
相互相関関数による FLPV と GDP の経年変化曲線の類似性 
 
 昭和 35 年度（1960 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの身長，体重，胸囲，頭囲の
FLPV の現量値の経年変化曲線と GDP の現量値の経年変化曲線に対して相互相関を適用し
た結果，男児の身長 r=0.964，体重 r=0.753，胸囲 r=0.775，頭囲 r=0.477 であった．また，女
児の身長 r=0.958，体重 r=0.746，胸囲 r=0.834，頭囲 r=0.769 であった．男児の頭囲以外 r=0.7
































 本研究は，藤井（2011）が示した男女乳幼児の昭和 35 年度（1960 年度）から平成 12 年
度（2000 年度）における身長，体重，胸囲，頭囲の最大発育速度(First Largest peak velocity：
FLPV)および FLPV 年齢の解析に対して直接的に GDP との関係を検証したわけである．特
に本研究では，平成 22 年（2010 年度）における乳幼児身体発育調査記録の身長，体重，胸
囲，頭囲のデータに対して 0 歳から 6 歳まで，0.5 歳刻みでウェーブレット補間法を適用し，
発育現量値曲線を微分して得られた速度曲線から FLPV および FLPV 年齢を求めた．男女児
とも FLPV 年齢は明確な経年変化を示し知見は得られなかった．FLPV については，昭和 35
年度（1960 年度）から平成 12 年度（2000 年度）にかけてすべての項目で増大傾向が示され
た．しかし，平成 12 年度（2000 年度）から平成 22 年度（2010 年度）では男女児ともに胸
囲，頭囲で増大傾向が示されたが，身長，体重で増大現象が示されなかった．そして，昭和
35 年度（1960 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの乳幼児身体発育記録と同年度の
GDP のデータに対して，それら両データの経年的変化に対してウェーブレット補間法を適
用した．導かれた男女児の身体発育記録における FLPV の経年的変化曲線と GDP の経年的
変化曲線に対して相互相関関数を適用し，類似性を検討した．その結果，男児の身長 r=0.964，
体重 r=0.753，胸囲 r=0.775，頭囲 r=0.477 であった．頭囲以外 r=0.7 以上で高い相関が認め
られた．また，女児の身長 r=0.958，体重 r=0.746，胸囲 r=0.834，頭囲 r=0.769 であった．す












昭和 35 年度（1960 年度）から平成 22 年度（2010 年度）における身長，体重，胸囲，頭囲
の FLPV の経年的推移の数値に対してウェーブレット補間法を適用した．また，同年度にお
ける GDP のデータに対して 1 年刻みでウェーブレット補間法を適用した結果，男児におけ
る身長の発育速度のピークは高度成長期後の昭和 55 年度（1980 年度）頃であった．また，
GDP の成長速度ピークも昭和 55 年（1980 年）頃であった．このことから，男児における身
長の発育速度のピークと，GDP の成長速度のピークがほぼ一致していることがわかる．本
















第 5 節 まとめ 
 
 本研究は昭和 35 年度（1960 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの乳幼児身体発育
記録（身長，体重，胸囲，頭囲）における FLPV の経年的変化曲線と GDP の経年的変化曲
線との関係に対して相互相関関数を適用し，高度経済成長と乳幼児期の身体発育の関係性
を模索した．すべての項目で r=0.7 以上で高い相関が認められた．特に男女児の身長の FLPV




















第 6 節 図表 
 
 
































































































































Fig.4-6  Cross-correlation to curves for changes with time in FLPV distance values for boy’s height 

















Fig.4-7  Cross-correlation to curves for changes with time in FLPV distance values for girl’s height 







































を与えた．しかし，沖縄が本土に復帰した昭和 47 年（1972 年）には高度経済成長は終焉を
迎えようとしていた．文部科学省が公表している学校保健統計調査は，都道府県単位では基
本的には昭和 25 年度（1950 年度）から公表されているが，沖縄においては本土に復帰した




















体発育の差違が予測される．日本の高度経済成長が昭和 48 年（1973 年）に終焉してから，
発育促進化現象は消失したと考えられるが，藤井ら(2012)は韓国の過去と現在の身体発育傾














復帰した昭和 47 年度（1972 年度）時点と平成 27 年度（2015 年度）時点での，各都道府県
における身長の横断的発育データを地域別に分類し，地域ごとの昭和 47 年度（1972 年度），










第 1 項 対象 
 
対象データは，文部科学省から公表されている昭和 47 年度（1972 年度）および平成 27 年
度（2015 年度）の学校保健統計調査における各都道府県の 6 歳～17 歳の身長の横断的発育
データを使用する．都道府県の体格発育データは，昭和 25 年度（1950 年度）から公表され
ているが，沖縄が日本に復帰した昭和 47 年度（1972 年度）からのデータを使用する． 
 
第 2 項 解析方法 
 
ウェーブレット補間法(Wavelet Interpolation Method：WIM) 
 与えられた発育データから真の発育曲線を近似的に記述するためにデータとデータをウ








第 3 項 解析の手続き 
 
1） 文部科学省から公表されている昭和 47 年度（1972 年度）および平成 27 年度（2015 年
46 
 
度）の学校保健統計調査における各都道府県の 6 歳～17 歳の身長の横断的発育データ
を使用する． 
2） 身長の横断的発育データをそれぞれ男女別にウェーブレット補間モデルを適用し，身長
の MPV 年齢を特定する． 




沖縄とそれぞれ地域別に分類し，地域ごとの昭和 25 年度（1972 年度），昭和 47 年度
（2015 年度）の身長の MPV 年齢および両年度の MPV 年齢の差を算出する． 


















昭和 47 年度（1972 年度）および平成 27 年度（2015 年度）における各都道府県別の平均
身長発育データにウェーブレット補間モデルを適用した結果，男子の MPV 年齢は平均，12.8
歳(SD=0.43)から 12.3 歳(SD=0.44)となり 0.5(SD=0.53)歳若年化を示し，女子の MPV 年齢は
平均，10.9 歳(SD=0.57)から 10.2 歳(SD=0.75)となり，0.7 歳(SD=0.92)の若年化を示した
（Table5-1,2．このことを明確化するために，両年間における身長の MPV 年齢の差違につい
て t 検定を実施した結果有意差（P<0.05）が認められた．男子では北海道が 0.6 歳，東北地
方が 0.8 歳(SD=0.29)，関東地方が 0.3 歳(SD=0.59)，中部地方が 0.6 歳(SD=0.82)，近畿地方が
0.2 歳(SD=0.48)，中国地方が 0.6 歳(SD=0.40)，四国地方が 0.5 歳(SD=0.34)，九州地方が 0.7
歳(SD=0.39)，沖縄が 0.7 歳とそれぞれ若年化を示した．女子では北海道があまり変化せず，
東北地方が 0.9 歳(SD=1.54)，関東地方が 0.6 歳（SD=0.72），中部地方が 0.5 歳(SD=0.84)，近
畿地方が 0.8 歳(SD=0.61)，中国地方が 0.9 歳(SD=0.61)，四国地方が 0.8 歳(SD=0.91)，九州地















 本研究は，沖縄が本土に復帰した昭和 47 年度（1972 年度）時点と平成 27 年度（2015 年
度）時点での，日本全土における各都道府県の身長の横断的発育データを解析し，生物学的
パラメーター（身長の MPV 年齢）の早期化現象を検証することで，各地域における早期化
傾向の相違から高度経済成長の差違を模索した．身長の MPV 年齢の平均値を昭和 47 年度
（1972 年度）と平成 27 年度（2015 年度）で比較したところ，男子では 0.5 歳，女子では 0.7
歳早くなっていることが明らかになった．Fujii（2009）は身長発育の MPV 年齢の経年的変
化傾向をウェーブレット補間モデルを適用して解析し，男女で少し傾向は異なるが，MPV
年齢の若年化傾向は男子で 1960 年代，女子は 1970 年代で傾向が緩やかな早熟化現象を呈
し，近年まで継続するが，最近 20 年間ではほとんど変化が示されていないと指摘している．
しかし，本研究において都道府県の身長の MPV 年齢を過去と現在の 2 点から判断した場
合，身長の MPV 年齢は若年化を示したのである．確かに，経年的推移を見たわけではない
ので，最近 20 年間の動向は分からないが，少なくとも地域差が消失したと報告された 1970
年代以降の傾向として，若年化が指摘されたわけである．やはり，都道府県ごとの膨大なデ
ータを解析したことが本研究の知見として有用であることを裏付けたと考えられる．次に，




































第 5 節 まとめ 
 
 本研究は，昭和 25 年度（1950 年度）から公表されている日本の各都道府県別の体格発育
記録の中から，沖縄が本土に復帰した昭和 47 年度（1972 年度）と平成 27 年度（2015 年度）
の身長発育データを用いて，各都道府県別に身長の MPV 年齢の変動を検証し，地域で特有
な要因，遺伝的，環境的要因について検討しようとした．身長の MPV 年齢の平均値を昭和
47 年度（1972 年度）と平成 27 年度（2015 年度）で比較したところ，男子では 0.5 歳，女子
では 0.7 歳早くなっており，この結果，日本において MPV 年齢は今も停滞していることが
明らかになった．また，MPV 年齢を地域別に分類し，昭和 47 年度（1972 年度）と平成 27

















第 6 節 図表 
 
Table5-1 Variation in MPV age of prefectures boy’s height in 1972 and 2015 
 
age at MPV in1972 age at MPV in 2015 variation
Hokkaido 10.4 10.4 0
Aomori 10.9 10.4 0.5
Iwate 11.2 11 0.2
Miyagi 10.5 10.9 -0.4
Akita 11 7.4 3.6
Yamagata 11.4 9.8 1.6
Fukushima 10.1 10.5 -0.4
Ibaraki 10.6 10.7 -0.1
Tochigi 10.6 9.6 1
Gunma 10.8 10.1 0.7
Saitama 10.8 10.7 0.1
Chiba 10.9 10.5 0.4
Tokyo 11.7 9.8 1.9
Kanagawa 11.3 11.4 -0.1
Nigata 11.3 9.1 2.2
Toyama 11.2 10.3 0.9
Ishikawa 9.8 9 0.8
Fukui 10.5 10.6 -0.1
Yamanashi 10 10.1 -0.1
Nagano 10.9 10.6 0.3
Gifu 11.7 10.6 1.1
Shizuoka 11 10.5 0.5
Aichi 10 10.7 -0.7
Mie 11.3 10.4 0.9
Shiga 11 10.6 0.4
Kyoto 10.3 10.3 0
Osaka 10.7 9.8 0.9
Hyogo 11.3 10 1.3
Nara 11.1 10.7 0.4
Wakayama 10.6 8.8 1.8
Tottori 10.6 10.1 0.5
Shimane 12.7 11 1.7
Okayama 10.8 9.9 0.9
Hiroshima 10.8 10.7 0.1
Yamaguchi 11 10.4 1.1
Tokushima 11.1 10.5 0.6
Kagawa 11.3 11 0.3
Ehime 10.7 8.6 2.1
Kochi 10.8 10.7 0.1
Fukuoka 11.9 9.5 2.4
Saga 11.1 10.9 0.2
Nagasaki 9.8 10.5 -0.7
Kumamoto 11.3 9.9 1.4
Oita 11.3 9 2.3
Miyazaki 9.9 10.7 -0.8
Kagoshima 11 10.6 0.4
Okinawa 11.4 10.3 1.1
mean 10.9 10.2 0.7
SD 0.57 0.75 0.92
52 
 




age at MPV in1972 age at MPV in 2015 variation
Hokkaido 12.5 11.9 0.6
Aomori 12.9 11.9 1
Iwate 12.6 11.7 0.9
Miyagi 12.8 11.9 0.9
Akita 13.2 12.1 1.1
Yamagata 13.1 12.8 0.3
Fukushima 12.4 11.7 0.7
Ibaraki 13.3 12.1 1.2
Tochigi 12.8 12 0.8
Gunma 13.1 12.3 0.8
Saitama 12.1 12.1 0
Chiba 12.6 12.8 -0.2
Tokyo 12.6 12.9 -0.3
Kanagawa 11.9 11.9 0
Nigata 12.7 12.4 0.3
Toyama 13.4 12.8 0.6
Ishikawa 12.7 11.5 1.2
Fukui 13 11.6 1.4
Yamanashi 12.9 11.4 1.5
Nagano 13.1 12 1.1
Gifu 12.8 12 0.8
Shizuoka 13.1 13 0.1
Aichi 12.6 11.9 0.7
Mie 12.9 12.1 0.8
Shiga 12.9 12.6 0.3
Kyoto 12.6 11.9 0.7
Osaka 12.4 12.8 -0.4
Hyogo 12.2 12.6 -0.4
Nara 13.1 12.7 0.4
Wakayama 13.4 13.1 0.3
Tottori 13.3 12.8 0.5
Shimane 13.6 12.9 0.7
Okayama 13.2 12.1 1.1
Hiroshima 12.4 11.9 0.5
Yamaguchi 12.8 12.8 0
Tokushima 12.2 12.1 0.1
Kagawa 12.8 12.2 0.6
Ehime 12.6 12.2 0.4
Kochi 12.8 11.9 0.9
Fukuoka 13 12.6 0.4
Saga 12.9 12 0.9
Nagasaki 13.8 12.7 1.1
Kumamoto 12.8 11.7 1.1
Oita 12.5 12.3 0.2
Miyazaki 12.8 12.5 0.3
Kagoshima 12.7 11.8 0.9
Okinawa 12.8 12.1 0.7
mean 12.8 12.3 0.5
SD 0.43 0.44 0.53
53 
 













age at MPV in1972 age at MPV in 2015 variation
Hokkaido mean 10.4 10.4 0
mean 10.9 10 0.9
SD 0.48 1.34 1.54
mean 11 10.4 0.6
SD 0.4 0.62 0.72
mean 10.7 10.2 0.5
SD 0.67 0.66 0.84
mean 10.9 10.1 0.8
SD 0.38 0.65 0.61
mean 11.3 10.4 0.9
SD 0.86 0.44 0.61
mean 11 10.2 0.8
SD 0.28 1.09 0.91
mean 10.9 10.2 0.7
SD 0.77 0.71 1.32























age at MPV in1972 age at MPV in 2015 variation
Hokkaido mean 12.5 11.9 0.6
mean 12.8 12 0.8
SD 0.3 0.41 0.29
mean 12.6 12.3 0.3
SD 0.5 0.41 0.59
mean 12.8 12.2 0.6
SD 0.54 0.61 0.82
mean 12.8 12.5 0.2
SD 0.41 0.41 0.48
mean 13.1 12.5 0.6
SD 0.47 0.46 0.4
mean 12.6 12.1 0.5
SD 0.3 0.14 0.34
mean 12.9 12.2 0.7
SD 0.42 0.4 0.39






























第 1 節 本章目的 
 
昭和 20 年（1945 年）に終戦を迎え，日本経済は戦後復興期に入っていった．昭和 25 年
（1950 年）からの朝鮮戦争特需で復興は加速し，1950 年代半ばには戦後復興を完了した．
そして，国民一人当たりの消費高が戦後の水準を突破し，昭和 31 年（1956 年）には経済白
書で「もはや戦後ではない」という言葉が使われた．昭和 30 年（1955 年）から昭和 48 年
（1973 年）頃までの約 20 年間，日本経済は年平均 10％を超える GDP 実質経済成長率とい
う世界に例をない高度経済成長期を迎えた．高度経済成長期には，31 ヵ月間の神武景気，
42 か月間の岩戸景気，24 か月間のオリンピック景気，57 か月間のいざなぎ景気と 4 つの景
気拡大期が観測された．高度経済成長期を終えて，成長率は徐々に低下していったが，1970
年代から 1980 年代にかけて，先進主要国の中では高い成長率を維持した．こうして日本経
済は安定成長期へと入っていった．その後，昭和 61 年（1986 年）にバブル経済に突入し，
約 5 年間続いた．バブル崩壊後日本経済は，金融機関の貸し渋りやバブルの後遺症と称され















差に対する影響は小さい．しかし，昭和 35 年（1960 年）から昭和 50 年（1975 年）は「産























第 2 節 方法 
 
第 1 項 対象 
 







第 2 項 解析方法 
 
ウェーブレット補間法(Wavelet Interpolation Method：WIM) 
 与えられた発育データから真の発育曲線を近似的に記述するためにデータとデータをウ











第 3 項 解析の手続き 
 
1） 昭和 30 年度（1955 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの内閣府から公表されて
いる国民経済計算（2016）から，都道府県別の（県内総生産）GDP データと地域ブロッ
ク別の（総生産）GDP データに対して 5 年刻みでウェーブレット補間モデルを適用す
る． 
2） ウェーブレット補間モデルによって導き出された GDP の経年変化曲線から地域ブロッ
ク別の GDP の最大速度（MPV ：maximum peak velocity）と最大速度の年を特定する． 
3） 特定された GDP の最大速度（MPV ：maximum peak velocity）と最大速度の年を都市部
と郡部における地域ブロック別に比較し検討する． 
















第 3 節 結果 
 
地方ブロックにおける GDP の経年変化 
 
Fig.6-1 から Fig.6-7 は昭和 30 年度（1955 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの地
域ブロック別の GDP データに対してウェーブレット補間モデルを適用して描かれた経年変





年），中部地方は昭和 62 年（1987 年），近畿地方は昭和 62 年（1987 年）に最大速度（MPV）
を示した．また，郡部である北海道・東北地方は昭和 50 年（1975 年），中国地方は昭和 62













地方ブロック別の GDP の経年変化曲線の比較 
 





きな差がないことがわかる．Fig.6-9 は昭和 30 年（1955 年）から平成 22 年（2010 年）まで
















































するために，昭和 30 年度（1955 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの各地域ブロッ




MPV は，地方ブロックで違いがあり，北海道と東北地方は昭和 50 年度（1975 年度），関東
地方は昭和 60 年度（1985 年度），中部地方は昭和 62 年度（1987 年度），近畿地方は昭和 62
年度（1987 年度），中国地方は昭和 62 年度（1987 年度），四国地方は昭和 50 年度（1975 年
度），九州地方は昭和 51 年度（1976 年度）であった．都市部である関東地方，中部地方，
近畿地方は高度経済成長期よりバブル経済期の方が GDP の MPV が大となった．中国地方
の GDP の MPV もバブル経済期であったが，高度経済成長期の GDP の成長速度とはほとん
ど変化がなかった．それにくらべ，郡部である北海道・東北地方，四国地方，九州地方にお























道府県間の地域格差が存在しているとし，昭和 55 年（1980 年）以降の日本の地域別人口規
模と年齢構造の変動を少子高齢化に伴う人口の年齢構造の変動による地域経済成長への影
響を検証しており，近年の人口の年齢構造の変化は地域経済成長にマイナスの影響を与え


















の二度ピークが出現したことが明らかとなった．しかしながら，GDP の MPV は，地方ブロ
ックで違いがあり，都市部である関東地方，中部地方，近畿地方は高度経済成長期よりバブ
ル経済期の方が GDP の MPV が大となった．中国地方の GDP の MPV もバブル経済期であ
ったが，高度経済成長期の GDP の成長速度とはほとんど変化がなかった．それにくらべ，














第 6 節 図表 
 
 

































































































































































































































































































































































































































































































第 1 節 本章目的 
 
戦後日本は，著しい経済成長を迎え，それに伴い食栄養に関する環境的要因は劇的に変化
した．この変化によって，昭和 30 年度（1955 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの
高校 3 年生（17 歳）の平均身長は男子で 163.4cm から 170.7cm と 7.3cm，女子で 153.2cm か













Fig.7-1 は，ウェーブレット補間法によって導かれた日本全国の男子の成人身長の昭和 30 年
度（1955 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの経年的変化曲線であり、Fig.7-2 は同








つまり，身長の経年的変化の場合では速度のピークが昭和 35 年度（1960 年度）頃になって




ではないからと考えられる．一方、GDP の経年的変化ではバブル期で GDP の総額が大きく
変化した点と考えられよう． 
そこで本研究は，高度経済成長が始まった昭和 30 年度（1955 年度）から平成 22 年度（2010
年度）まで，日本全国の高校 3 年（17 歳）時の男女別の平均身長の経年的変化を基に身長
発育現量値の経年的推移の評価チャートを構築することにした．そして，平成 22 年度（2010
年度）において県内総生産（以下，県内 GDP）の上位，下位各 10 県を抽出し，男女別の 17
歳の平均身長データを当てはめる．本研究では県内 GDP の上位 10 県を都市部に位置する












第 2 節 方法 
 
第 1 項 対象 
 
文部科学省から公表されている学校保健統計調査（2015）から，昭和 30 年度（1955 年度）
から平成 22 年度（2010 年度）までの日本全国の高校 3 年生（17 歳）の男女別の平均身長発
育データを使用する．また，内閣府から公表されている国民経済計算（2016）の都道府県別
の県内 GDP のデータから，平成 22 年度（2010 年度）において，上位 10 県である北海道，
埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，静岡県，愛知県，大阪府，兵庫県，福岡県及び，下位
10 県である秋田県，福井県，山梨県，和歌山県，鳥取県，島根県，徳島県，高知県，佐賀
県，宮崎県の男女別の平均身長データを使用する．ただし，昭和 40 年度（1970 年度）にお
いては都道府県別の平均身長データが公表されていないため，昭和 39 年度（1969 年度）の
身長のデータを使用する． 
 
第 2 項 解析方法 
 
ウェーブレット補間法(Wavelet Interpolation Method：WIM) 
 与えられた発育データから真の発育曲線を近似的に記述するためにデータとデータをウ










第 3 項 解析の手続き 
 
1） 昭和 30 年度（1955 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの高校 3 年生（17 歳）に
おける男女別の平均身長データを 5 年刻みでウェーブレット補間モデルを適用し，身長
の経年的変化曲線を導く． 
2） 全都道府県の身長の平均値±0.5SD および±1.5SD の標準偏差値に対してウェーブレッ
ト補間モデルを適用し，身長の経年的変化に基づく経年的推移評価チャートを構築する． 

























平均値＋1.5SD を“やや高い”，平均値－0.5SD から平均値＋0.5SD を“普通”，平均値－0.5SD
から平均値－1.5SD を“やや低い”，平均値－1.5SD 未満を“低い”と設定した．これを評価
チャートとする．  









身長の経年的推移評価チャートを適用し，県内 GDP 上位 10 県の男女別の平均身長デー





県内 GDP 上位 10 県のうち，Fig.7-7 から Fig.7-9 の千葉県，神奈川県，大阪府の都市部では，
基本的に東京都と同様に“高い”，“やや高い”から“普通”へと，評価帯は若干違うが同様の
傾向が確認できた．また，女子においても県内 GDP 上位 10 県のうち，Fig.7-10 から Fig.7-
13 の東京都，千葉県，神奈川県，大阪府において同様の傾向が確認された． 
 身長の経年的推移評価チャートを適用し，県内 GDP 下位 10 県の男女別の平均身長デー
タの経年的変化を当てはめ，どのように変動していくかを検討した．Fig.7-14 は県内 GDP 下
位 10 県のうち秋田県の男子の身長が，どのように経年的変化をしているかを確認した図で
ある．高度経済成長期には“やや低い”，“普通”を示しており，その後，“やや高い”，“高
い”へと移行している．県内 GDP 下位 10 県のうち，Fig.7-15 の福井県でも評価帯は若干違
うが同様の傾向が確認された。また，女子においても県内 GDP 下位 10 県のうち，Fig.7-16,17
の秋田県，福井県において同様の傾向が確認された．しかしながら，県内 GDP 下位 10 県の















第 4 節 考察 
 
 本研究は，昭和 30 年度（1955 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの日本全国の高
校 3 年（17 歳）時の男女別の平均身長の経年的変化に対して，身長発育現量値の経年的推
移における評価チャートを構築した．その後，県内 GDP の上位，下位各 10 県の男女別の
17 歳の平均身長データを当てはめ，各県における男女別身長の経年的変化の評価を行った．
そして，都市部と郡部の県ではどのように経年的変化現象に違いがあるか検討した．その結
果，県内 GDP 上位 10 県のうち男子では，千葉県，東京都，神奈川県，大阪府の 4 県が高度
経済成長期に高めの評価帯から，その後，下の評価帯へと移行していく傾向が確認された．
また，女子においても千葉県，東京都，神奈川県，大阪府の 4 県で同様の傾向が確認され




男女ともに上述した 4 県と同様の傾向が示された． 





































研究では，20 県の男女を対象にしたが，今後 47 都道府県すべての男女別身長の経年的変化
の評価を行うことで，明らかにしていきたい．しかしながら，今回の研究で県内 GDP 上位




























こで本研究は，日本全国の高校 3 年（17 歳）時の男女別の平均身長の経年的変化に対して，
身長発育現量値の経年的推移の評価チャートを構築することにした．そして，平成 22 年度
（2010 年度）において県内 GDP の上位，下位各 10 県の男女別の平均身長データを当ては
めることによって，各県の男女別身長の経年的変化を評価し，都市部と郡部における経年的
変化現象の違いを明確にすることによって，県経済の影響を推し量ることを試みた．その結
果，県内 GDP 上位 10 県のうち，男女とも 4 県が高度経済成長期に高めの評価帯から，その
















第 6 節 図表 
 
 


































Fig.6-3  Cross-correlation to curves for changes with time in distance values for boy’s height and 







































































































































































































































































































































































第 1 節 本章目的 
 
文部科学省から公表されている「学校保健統計調査」によると、17 歳の男子の平均身長
は明治 33 年度（1900 年度）には 157.9cm であったが，平成 28 年度（2016 年度）には 170.7cm
と，100 年余りで約 13cm 高くなっている．年次推移を見てみると，明治 33 年度（1900 年
度）から昭和 25 年度（1950 年度）の 50 年間で 157.9cm から 161.8cm と 3.9cm の伸びに比
べ，昭和 25 年度（1950 年度）から平成 28 年度（2016 年度）の 66 年間では，161.8cm から
170.7cm と 8.9cm と倍以上伸びたことが分かる．しかし，昭和 57 年度（1982 年度）に 170.1cm





















高度経済成長が始まった昭和 30 年度（1955 年度）から平成 22 年度（2010 年度）まで，日
本全国の高校 3 年（17 歳）時の男女別の平均身長の経年的変化に対して，身長発育現量値
の経年推移の標準化を構築することにした．そして，平成 22 年度（2010 年度）において県
内総生産（名目）の上位，下位各 10 県の男女別の 17 歳の平均身長発育現量値データを当て
はめ，各県における男女別身長の経年変化の評価を行うことで，都市部の県と他の郡部では
どのように経年的変化現象に違いを明らかにした． 











































第 2 節 方法 
 
第 1 項 対象 
 
文部科学省から公表されている学校保健統計調査（2015）から，昭和 30 年度（1955 年度）
から平成 22 年度（2010 年度）まで 5 年刻みの都道府県別の高校 3 年生（17 歳）の男子の平
均身長発育データを使用する．ただし，昭和 40 年度（1970 年度）の都道府県別のデータが
公表されていないため，昭和 39 年度（1969 年度）の身長のデータを使用する．また，沖縄
県においては本土復帰後の昭和 50 年度（1975 年度）からのデータを使用する． 
 
第 2 項 解析方法 
 
ウェーブレット補間法(Wavelet Interpolation Method：WIM) 
 与えられた発育データから真の発育曲線を近似的に記述するためにデータとデータをウ












第 3 項 解析の手続き 
 
1） 文部科学省から公表されている学校保健統計調査（2015）から，昭和 30 年度（1955 年
度）から平成 22 年度（2010 年度）まで 5 年刻みの都道府県別の高校 3 年生（17 歳）の
男子の平均身長発育データを使用する． 









































































第 4 節 考察 
 












































































第 6 節 図表 
 
 

























































































































































































































第 1 節 本章目的 
 







研究できた背景には，学校保健統計調査が明治 33 年度（1900 年度）から現在に至るまで実
施されていることが大きな要因でもある．Fujii (2009)はウェーブレット補間モデルを適用し
て，身長の MPV 年齢の推移から発育促進化現象を検証した経緯がある．当然，身長，体重
の増大化が指摘され，成熟度の早期化が示唆されたが，昭和 45 年（1970 年）から平成 2 年























って，昭和 30 年度（1955 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの高校 3 年生（17 歳）















第 2 節 方法 
 
第 1 項 対象 
 
文部科学省から公表されている学校保健統計調査（2015）から，昭和 30 年度（1955 年度）
から平成 27 年度（2015 年度）までの日本全国の高校 3 年生（17 歳）の男女別の平均身長発
育データを使用する． 
 
第 2 項 解析方法 
 
ウェーブレット補間法(Wavelet Interpolation Method：WIM) 
 与えられた発育データから真の発育曲線を近似的に記述するためにデータとデータをウ














第 3 項 解析の手続き 
 
1） 文部科学省より発表されている昭和 30 年度（1955 年度）から平成 27 年度（2015 年度）
までの都道府県別の男女身長データを使用し，Cohort データを構築する． 
2） 得られた Cohort データに対し，ウェーブレット補間法を適用し，都道府県別の MPV 年
齢の年次推移を導く． 
3） 都道府県別の男女身長データから MPV 年齢の平均値と標準偏差を算出する． 
4） MPV 年齢の平均から±0.5SD，±1.5SD の標準偏差に対してウェーブレット補間法を適用
し，5 段階評価チャートを構築する． 











































30 年度（1955 年度）から昭和 45 年度（1970 年度）にかけて早熟傾向にあり，その後は平
均的な成熟傾向になることが確認された．また青森などの郡部に属した県は昭和 30 年度
























第 4 節 考察 
 
 本研究では，昭和 30 年度（1955 年度）から平成 27 年度（2015 年度）までの男女別の身
長 MPV 年齢の平均から 5 段階評価チャートを構築した．さらに，都道府県別の 5 年ごとの
身長のMPV年齢の平均を当てはめ，経年的変化現象に違いがあるかを明らかにすることで，
社会経済状況との関係構図を検証した．その結果，男女共にすべての都道府県において早熟








MPV 年齢が早くなるという構図が考えられる．このように身長の MPV 年齢の早熟化と経
済に関係性があることが推測される．特に，都道府県別の経年的スパン評価チャートから経
年的変化現象の違いを明らかにした．東京などの大都市は昭和 30 年度（1955 年度）から昭
和 45 年度（1970 年度）にかけて早熟傾向にあり，その後は平均的な成熟傾向になることが


































第 5 節 まとめ 
 
 本研究はウェーブレット補間法を用いて，都道府県別の身長の MPV 年齢を特定し，高度
経済成長期とその後のそれぞれの都道府県における社会経済状況との関係構図を検証した．
その結果，男女共に早熟傾向が確認された．理由として昭和 30 年度（1955 年度）から現在
にかけて経済成長の影響を受けた結果であると考える．本研究の経年的スパン評価チャー
トから，東京のような大都市では昭和 30 年度（1955 年度）から昭和 45 年度（1970 年度）
にかけて早熟傾向にあり，その後は平均的な成熟度に移行した．また，青森や大分などの郡


















第 6 節 図表 
 
 




































































































































































始めに，昭和 35 年度（1960 年度）から平成 22 年度（2010 年度）までの乳幼児身体発育
記録（身長，体重，胸囲，頭囲）における出生後 1 年間での最大発育速度(First Largest Peak 
Velocity：FLPV)を特定し，乳幼児身体発育記録と同年度の GDP のデータに対して，それら
両データの経年的変化に対してウェーブレット補間法を適用した．導かれた男女児の身体




 次に，全ての都道府県を解析するため沖縄が本土に復帰した 1972 年度（昭和 47 年度）時
















 高度経済成長が始まった昭和 30 年度（1955 年度）から平成 22 年度（2010 年度）まで，
日本全国の高校 3 年（17 歳）時の男女別の平均身長の経年的変化を基に身長発育現量値の
経年的推移の評価チャートを構築することにした．そして，平成 22 年度（2010 年度）にお
いて県内総生産（以下，県内 GDP）の上位，下位各 10 県を抽出し，男女別の 17 歳の平均
身長データを当てはめる．本研究では県内 GDP の上位 10 県を都市部に位置する県とし，














(Maximum Peak Velocity : MPV)年齢（生物学的パラメーター）を特定し，生物学的パラメー


































おける FLPV の経年的変化曲線と GDP の経年的変化曲線との関係に対して相互相関関数を
適用し，高度経済成長と乳幼児期の身体発育の関係性を模索した．すべての項目で r=0.7 以
上で高い相関が認められた．特に男女児の身長の FLPV と GDP の経年変化曲線の相互相関














に，検討課題Ⅵ では，男女別の身長の平均 MPV 年齢の経年変化に対して，経年的推移の
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